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評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移
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②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート
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     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）
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     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成31 令和2 04 30

日本水道協会参画事業 上下水道部　水道課　庶務係

D 自然と潤いがある安全快適なまちづくり

1 水道事業の推進

 

12.水道事業会計
2.水道事業費用 1.営業費用 4.総係費

■ 昭和39

（社）日本水道協会に加盟し、上水道に関する情報を得る。（社）日本水道協会は、水道の普及とその健全な発達を図るための諸事業を行なうことによって、公衆衛生の増
進に寄与することを目的として昭和7年5月12日に設立された公益法人である。水道は、国民生活や産業経済活動に欠く事のできないライフラインとしての使命を果たすため
、地震や渇水にも強い高水準な施設整備を推進し、安全で安定した給水サービスはもとより、高品質な水道水の供給に努めている。
活動内容
１.水道事業の経営や水道技術及び水質問題について調査研究を行う　２.水道用品の検査及び給水器具の品質認証　３.国に対して水道に関する請願・建議を行う　４.全国
の水道事業者の諸問題解決　５.機関誌・参考図書の刊行　６.研修会・講習会の開催 ７．災害時の相互支援の取りまとめ

31年度実績

2年度計画

（社）日本水道協会から水道関連の情報提供を受けるとともに、各種研
修会・講習会に参加した。
栃木県支部より要請があり、１０月の台風１９号により被災した市町へ
給水応援を実施した（那須烏山市）。

令和元年度と同様

（社）日本水道協会

水道に関する調査研究・普及促進活動・情報収集等を行うことにより、
水道事業の推進を図り、本市の上水道に反映させる。

清浄でおいしく、豊富で安全な水を安定供給する。

28 29 30 31 2

会議（研修会等）参加回数 回 7 8 7 7 7

情報提供（機関誌） 回 12 12 12 12 12

28 29 30 31 2

構成会員数 団体 1,356 1,359 1,351 1,339 1,339

28 29 30 31 2

計画区域内人口 人 75,245 75,141 75,109 74,677 74,247

28 29 30 31 2

給水人口 人 67,887 68,062 68,317 67,792 67,739

給水世帯数 世帯 25,401 25,912 26,427 26,636 27,048

普及率 ％ 85.5 85.6 86.0 85.5 85.9

水道水に満足している市民の割合 ％ 67.5 65.2 62.0 61.1
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0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

212 212 215 217 219

0 0 0 0 0

212 212 215 217 219

2 2 2 2 2

50 50 50 50 50

208 208 208 202 202

420 420 423 419 421

昭和39年の給水開始に伴い、円滑に水道事業を進めるための情報を得るため参画した。

水道技術者が全国的に減少傾向にあるため、知識や技能の継承が困難になってきている。
新工法及び新製品の開発に伴い、新たな施工技術を習得していく必要がある。

災害等による断水が発生した場合は、日本水道協会から応援給水の協力要請がある。


